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第１章 序論 

 
１ 合併の必要性 

 上野原町と秋山村は、首都中心部から約 60～70km 圏の豊かな自然に恵まれた地域に位
置します。両町村は、通勤・通学または農産物等の輸送などを通じて、住民相互の交流も

活発です。そして現在まで両町村は、行政の広域的な課題に対応するため、山梨県東部広

域連合やごみ処理等、多くの共同事務を行っています。 
 他方、住民の日常生活、経済活動はますます広域化し、地方行政に対する住民ニーズの

多様化、そして「地方分権」や「三位一体の改革」など、地方行政を取り巻く情勢がめま

ぐるしく変化しています。上野原町と秋山村は、このような本格的な地方分権の時代を迎

える中にあって、安定した行財政基盤を確立し、安全で安心できる市民生活の提供や効率

的な行政運営、個性的なまちづくりなど、行政サービスの充実を図ることが求められてい

ます。 
このような中で、上野原町と秋山村は合併の必要性を認識し、平成 15年 4月に上野原町・

秋山村合併協議会を設置し、協議を進めてきました。 
 
（１） 多様化、高度化する住民ニーズへの対応と合併の必要性 
 地域住民の価値観の多様化や少子・高齢化、情報化、国際化などの進展に伴い、行政に

求められる住民ニーズは、多様化、高度化しています。これらのニーズに対応するため、

行政においても、多様化、高度化する行政課題に対応できる専門職員の確保や育成が求め

られています。 
 上野原町と秋山村のような行財政規模が小さい自治体にあっては、従来の行政単位のま

までは福祉、土木、建築技術など専門職員の確保が今後厳しくなり、適切な対応が困難な

状況になると見込まれています。 
 
＜合併による効果＞ 

 行政の管理部門の効率化が図られ、職員の柔軟な配置や専門職員の拡充等、住民
サービス部門を手厚くすることが可能となり、住民の高度化・多様化したニーズ

に対応できるようになります。 
 さらに、市になることで福祉事務所を設置することになるため、住民の関心が高
い、子どもやお年寄り、障害を持つ方々への福祉を一層充実できます。 

 公共施設の効率的配置など、財政支出の選択・集中が図られることから、より柔
軟な財政運営と安定した行政サービスの提供が可能になります。 

 日常生活や仕事上の様々な手続き、各種支援・優遇制度、公共交通、教育文化施
設、スポーツ施設などにおいて、両町村の枠をなくすことで多くの利便性や活力

が生まれます。 
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（２） 広域的な視点からのまちづくりと合併の必要性 
 上野原町と秋山村においては、道路や鉄道に代表される交通ネットワーク整備やライフ

スタイルの多様化に伴い、通勤、通学、買い物、医療機関の受診など日常生活または経済

活動の範囲が両町村の区域はもちろん、県境を越えて東京都、神奈川県などへと拡大、広

域化しています。 
 このように活動範囲が広域化する状況下において、住民の利便性の観点から、行政も住

民にあわせ、広域的な対応を行う必要があり、これからのまちづくりにおいてはより広域

的な視点で一体的な整備を行っていくことが求められています。 
 
＜合併による効果＞ 

 広域的な視点から、地域整備や土地利用のあり方を検討・調整しつつ、地域の特
性を活かした魅力あふれるまちづくりを展開していくことができます。 

 道路、情報通信等、社会基盤の広域的な整備・ネットワーク形成が可能となりま
す。 

 環境問題、産業振興、安定的な水資源の確保など、本地域における一体的な課題
への取り組みを効果的に実施することが可能になります。 

 
（３） 都市総合力強化と合併の必要性 
 地域間競争が激しくなっていく中で、地域として生き残っていくためには、自立する都

市として求められる人口・経済規模の拡大化、商工業など産業の発展、情報の高度化など、

地域としての魅力を一層磨き、都市総合力を強化することが求められています。 
 
＜合併による効果＞ 

 人口や経済の規模が大きくなることで、都市としての存在感・拠点機能が高まり、
地域のイメージ・アップにつながります。 

 これにより、企業や大型店の進出、国や県、民間の大型プロジェクトの誘致、さ
らには、若者の定着などが期待できます。 

 地域内の人、もの、情報が活発に行き交うようになり、知恵や技術力が集積され、
産業や文化が、より一層活性化されます。 
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（４） 行財政基盤強化と合併の必要性 
 住民にとって身近な行政は、できる限り地方公共団体（市町村）が自己決定・自己責任

の原則のもと、地域の創意工夫による行政運営を推進できるよう、現在、地方分権政策が

進められています。 
 いままで、国や県の枠組みの中で行われてきた行政施策が、今後は市町村が自主的に判

断、処理していく機会が多くなると見込まれます。また、国、地方を通じて極めて厳しい

財政状況にある現在、上野原町と秋山村においても従来の行政サービス水準を維持、向上

させていくためには効率的で、効果的な行財政運営が求められています。こうした地方分

権や厳しい財政状況に対応するためには、市町村の行財政基盤の強化を図ることが求めら

れています。 
 
＜合併による効果＞ 

 平成 17年３月までに合併した場合、新市のまちづくり事業に対して、国や県から合
併特例債や合併市町村補助金などの財政支援を受けることができます。 

 これらの制度を活用して、新市の一体性を向上させる大規模なプロジェクトを実施
でき、より良い生活基盤を計画的に整備することができます。 

 合併することで、両町村の３役（首長、助役、収入役）、総務・企画等の管理部門の
職員、議員、委員会や審議会の委員などの総数が減少します。 

 効率的な行財政運営、縦割りの弊害の排除及び重複する公共施設や部署の合理化に
より経費が削減され、より住民満足度が高い行政サービスが提供できます。 
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２ 計画策定の方針 
 
（１） 計画の趣旨 
本計画は、上野原町と秋山村が合併した場合に進めていく新市のまちづくりの基本方針

を定めるとともに、この方針に基づいた総合的・計画的な施策項目を定めて、その実現を

図ることにより、両町村の速やかな一体化を促進し、地域の均衡ある発展と住民福祉の向

上を図るものとします。 
 
（２） 新市の将来像 
本計画における新市の将来像は、新市将来構想の精神を受け継ぎ、「夢と希望あふれる

快適発信都市」とします。 
 
（３） 計画の構成 
本計画は、新市のまちづくりを進めていくための基本方針、その基本方針の実現に向け

た新市の施策、公共施設の統合整備及び財政計画を中心として構成します。 
 
（４） 計画の期間 
本計画の基本方針は、将来を見据えた長期的視野にたつものとし、本計画における新市

の施策、公共施設の統合整備及び財政計画の計画期間は、平成 17年度（2005年度）から
平成 26年度（2014年度）までの 10年間とします。なお、具体的施策については、新市
において策定する総合計画等に委ねるものとします。 

 
（５） 財政運営の方針 
新市の財政計画については、地方交付税、国や県の補助金、地方債等の依存財源を過大

に見積もることなく、健全な財政運営を行うものとします。 
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第２章 新市の概況 

 
１ 位置と地勢 
新市は、山梨県の最東部で、首都中心部から約 60～70km 圏に位置し、東は神奈川県

津久井郡、南は道志村、西は大月市と都留市、北は東京都西多摩郡と隣接しています。 
この地域には、中央自動車道上野原ＩＣ、ＪＲ中央本線上野原駅及び四方津駅、国道

20 号、主要地方道四日市場上野原線・上野原あきる野線・上野原丹波山線・大月上野原
線があり、首都東京を中心とする関東圏から山梨県への東玄関として重要な交流拠点とな

っています。 
また、地域内を流れる桂川、秋山川、鶴川、仲間川及びそれらの支流によって形成され

た河岸段丘が住民生活の基盤をなしており、山岳・段丘・河川がつくりだす自然環境は、

日照時間が長い等様々な自然の特性に恵まれています。なお、桂川・秋山川はともに相模

川水系であり、神奈川県における主要な水道供給源となっています。 
 

２ 気候 
気候は内陸的で、夏冬の寒暖差、昼夜の温度差が大きく、また降雨量が少なく、四季折々

の美しい自然環境を生みだしています。 
 
３ 面積 
新市は、南北方向に 21.6km、東西方向に 15.3kmで、面積は、上野原町が 125.51km2、

秋山村が 45.14 km2、合計 170.65 km2となり、県土の 3.8％を占めています。 
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４ 人口・世帯 
平成 12 年の国勢調査によると、両町村の総人口は 30,157 人で、平成 7 年から横這い

の傾向となっています。世帯数は、年々増加傾向となっており、平成 12 年では初めて 1
万世帯を超えて 10,012世帯となっています。また、1世帯当たり人員数は、平成 12年の
調査では 3.01人と、減少傾向がみられます。 

 

表 1 人口・世帯の推移 

単位：人、世帯
昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年
（1975年） （1980年） （1985年） （1990年） （1995年） （2000年）

総 人 口 28,411 27,878 27,772 27,790 30,248 30,157

総 世 帯 数 6,812 7,137 7,398 7,897 9,562 10,012

1世帯当たり人員 4.17 3.91 3.75 3.52 3.16 3.01

資料：国勢調査

年
人口・世帯

 
 
一方、両町村の年齢人口の構成は、平成 12年の国勢調査によると、0～14歳の年少人

口の割合が 14.9％、15～64 歳の生産年齢人口の割合が 65.3％、65 歳以上の高齢者人口
の割合が 19.8％となっています。山梨県の数値（0～14歳 15.5％、15～64歳 64.9％、65
歳以上 19.5％）と比較すると、両町村は山梨県と類似した人口構成となっていることが
わかります。また、年少人口の割合が低下し、高齢者人口の割合が上昇する傾向が続いて

おり、両町村でも高齢化社会の進行がみられます。 
 

表 2 年齢別人口の構成 

単位：人、％

構成比 構成比 構成比 構成比

年 少 人 口
（ 0 ～ 14 歳 ）

5,670 20.4 4,837 17.4 4,902 16.2 4,496 14.9

生産年齢人口
（ 15 ～ 64 歳）

18,528 66.7 18,638 67.1 20,140 66.6 19,689 65.3

高 齢 者 人 口
（ 65 歳 ～ ）

3,574 12.9 4,315 15.5 5,206 17.2 5,968 19.8

資料：国勢調査

（2000年）
平成12年昭和60年 平成2年 平成7年

（1985年） （1990年） （1995年）
年

区分
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５ 産業統計数値 
両町村の産業統計数値をみると、すべての産業統計数値において、平成 14年の金額は

平成 11年に比べて減少しています。特に、農業粗生産額は、年々減少傾向にあり、平成
14年は約 3億 3千万円と、平成 11年に比べて約 23％の減少となっています。一方、製
造品出荷額等と年間商品販売額の平成 14年の金額は、それぞれ約 496億円、約 285億円
となっています。 

 

表 3 産業統計数値 

単位：百万円

昭和63年 平成3年 平成6年 平成9年 平成11年 平成14年

（1988年） （1991年） （1994年） （1997年） （1999年） （2002年）

農業粗生産額 695 641 543 451 430 330

製造品出荷額等 48,891 60,214 52,448 61,504 55,450 49,584

年間商品販売額 20,185 26,394 27,455 27,494 29,201 28,462

※「製造品出荷額等」は、従業員4人以上の事業所の統計数値

資料：

年
産業数値

年間商品販売額：

製造品出荷額等：

農業粗生産額：「山梨県農林水産統計年報」

「商業統計調査結果報告」

「工業統計調査結果報告」
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第３章 主要指標の見通し 

 
１ 総人口の見通し 
住民基本台帳によると、両町村の総人口は、平成 16年 3月 31日現在で 28,832人とな
っています。国立社会保障・人口問題研究所によれば、新市の人口は平成 22年に 28,276
人となり、平成 27 年には 26,760 人に減少すると推計されています。新市将来構想にお
ける平成 27年の目標人口は 3万人としているため、新市における合併後の各種施策によ
り人口を増やしていくことが求められています。 

 
２ 年齢別階層人口の見通し 
平均寿命の伸長などにより、65 歳以上の高齢者人口増加が続き、平成 27 年には平成

16年に比べて 21.1％増加の 7,819人となり、人口全体の 29.2％を占めると推計されてい
ます。その一方で、0～14歳の年少人口及び 15～64歳の生産年齢人口は減少し、平成 27
年にはそれぞれ 3,151人（構成比 11.8％）、15,790人（構成比 59.0％）となっています。 
 

表 4 将来人口の見通し 

単位：人、％
平成16年 平成22年 平成27年
（2004年） （2010年） （2015年）

28,832 28,276 26,760

13.7 12.5 11.8

63.9 62.4 59.0

22.4 25.1 29.2
資料：平成16年は、住民基本台帳人口（平成16年3月31日現在）

　　　平成22・27年は、国立社会保障・人口問題研究所、平成15年12月推計

7,819
（ 65 歳 ～ ）

構成比

構成比
高 齢 者 人 口

6,459 7,084

生 産 年 齢 人 口
18,434 17,655 15,790

（ 15 ～ 64 歳 ）

3,539 3,151
（ 0 ～ 14 歳 ）

構成比

総 人 口

年 少 人 口
3,939

年
区分

 
 
 



第４章 新市建設計画の基本方針 

 9

第４章 新市建設計画の基本方針 

 
１ 新市の将来像 

 
 
 
 
 
新市の将来のまちづくりにあたっては、上野原町と秋山村両町村の特徴や目指す方向を

踏まえつつ、新たな都市の枠組みにふさわしい「新市の将来像」を描くことが求められて

います。 
新市は、首都中心部から約 60～70km 圏の位置にあり、多くを緑豊かな山林等が占め、
桂川、秋山川、鶴川、仲間川及び各河川の支流の美しい流れのもとに、数々の歴史・文化

が息づいている地域です。このような美しい自然や地域特性を活かしながら、いきいきと

人・もの・情報が交流する新しいまちづくりを進めることが求められています。新市の平

成 27年の目標人口を 3万人とし、人口維持・目標達成に向けて新しいまちづくりを推進す
ることが求められています。そのためには、まず、住民すべてが安全に、そして、安心し

て快適に暮らせることが必要です。 
次に、歴史と文化の香り豊かで自然と触れ合うことができ、住民の一人ひとりが魅力的

な個性を十二分に発揮し、いきいきと生活していけるような空間を創造していくことが求

められています。 
さらに、合併による行政区域の拡大、地方分権が一層進展する中で地域間連携を強化し、

住民同士の交流機会の増大、新しいコミュニティーの形成、また、行政と市民の協働を推

進していくことが求められています。 
それぞれの地域において、先人達が築き上げた伝統や文化を継承しつつ、培われてきた

産業、文化をはじめとする、あらゆる分野における独自性をもった地域資源をもう一度見

直し、誇りと活力を持って、個性豊かで自律した新市を創り上げていくことが求められて

います。 
これらを踏まえつつ、「安全・安心」「活力・個性」「連携・交流」という新しいまちづく

りの理念を実現させる新市の将来像を「夢と希望あふれる快適発信都市」とします。 
 
 
 
 
 

夢 と 希 望 あ ふ れ る 快 適 発 信 都 市 
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２ 新市建設の基本方針 
 
 
 
住民すべてが、安全・安心に暮らせることを新市のかけがえのない財産とするため、「安

全・安心のまちづくり」を重点的に推進します。 
 
 
（1） 安心して健やかに暮らせる都市 
住民が快適に、安心して生活できる環境を整備するため、日常的な生活基盤の整備を図

っていくとともに、地震や火災などの災害に対する地域防災体制を確立するため、自主防

災組織との連携を図りつつ、総合防災拠点の整備や公共施設の耐震化など、災害に強いま

ちづくりを進めていきます。また、防犯や交通安全など住民の身近な安全を確保する対策

を推進していきます。 
一方、自然豊かな地域として、自然環境の保全を積極的に推進していきます。この地域

を流れる相模川水系の桂川、秋山川は、昔から豊かで清らかな水をたたえており、水質の

みならず、生態系や景観の保全等、河川環境全般にわたる保全の推進が求められています。

そのためには、地域内の生活排水処理について、公共下水道や農業集落排水処理施設、合

併処理浄化槽など様々な処理方法がある中で、それぞれ地区の特性に応じた方法で適切な

生活排水の処理を推進していく必要があります。また、飲料水については、地域の状況に

より上水道と簡易水道による供給地域が混在していますが、良質な飲料水を供給するため

にも各水道施設を計画的に更新していく必要があります。 
さらに、循環型社会の構築に向けたエコパーク構想の検討をはじめ、地域における省エ

ネルギーへの取り組みを推進していきます。 
 
（2） 高い水準の福祉都市 
少子・高齢化社会の進行に伴い、医療や地域福祉分野のサービスに対する重要性は高ま

ってきています。医療分野については、公立病院・診療所の機能充実を図るとともに、地

域内の病院や診療所との連携を強化し、地域医療の充実を図っていきます。また、地域福

祉分野については、高齢者に対する福祉サービスの充実は重要で、新設される新市福祉事

務所と連携して、高齢者の憩いの場の整備、公共施設へ移動しやすい機能の充実など、ハ

ードとソフト両面から推進していきます。 
一方、働く女性の増加に伴い、子育て支援に対するニーズは増してきています。そのた

め、地域子育て支援センターや児童館の整備を図っていくとともに、乳幼児保育や延長保

育など保育施設機能の充実を図っていきます。 
 
 
 

１．「安全・安心のまちづくり」 
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歴史と文化の香り豊かで、自然と触れ合うことのできる地域づくりを大切にし、地域が

持つ個性を最大限に発揮していくため、「いきいきとしたまちづくり」を重点的に推進しま

す。 
 
 
（1） 学びの文化交流都市 
地域の情報を地域内外に発信し、地域を訪れる人々との交流を積極的に推進していきま

す。全国的に認知度が高く、利用者の多い中央自動車道の談合坂サービスエリアの有効活

用を図り、特産品や農産物を販売したり、新市の産業や観光をＰＲすることで市の情報発

信を行い、新市を訪れる人々との交流を図っていきます。 
少子化が進行する中で、地域を担う人材育成を行っていく必要があり、学校教育に対し

ても、さらなる充実が求められています。地域内の小中学校の中には、夜間照明やプール

の整備が不十分な学校もあり、幅広い教育を行っていく中で、小中学校の学校施設の充実

を図っていきます。また、教育水準の向上を図る中で、30 人学級、ＩＴ教育の充実、英
語教育の充実を推進していきます。 
一方、郷土の歴史・文化遺産は、新市にとって重要な資産であるため、次世代に残すよ

うに保全していく必要があります。また、地域に残る伝統文化や芸術は、無形の資産であ

るが故に、その伝承には後継者の育成が求められています。そのため、地域文化講座を開

設するなど、地域の伝統文化に触れる機会を設けることで、地域に残る文化や芸術を継承

していきます。 

２．「いきいきとしたまちづくり」 
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（2） きらりと光る産業都市 
上野原駅は、地域住民の通勤・通学、東京方面からの観光客の玄関口として、多くの人

が利用しており、新市の拠点としての整備が急務となっています。 
また、地域活力の一翼を担う産業分野における活性化を積極的に推進していきます。第

１次産業では、農業と観光を融合し、都市住民が農業体験できる都市交流農園を整備した

り、グリーンツーリズム・エコツーリズムを推進することで、首都圏の都市住民をこの地

域に呼び込み、農業の活性化を図っていきます。第２次産業では、２つの工業団地の空き

区画への企業誘致を進めるとともに、帝京科学大学との産学官連携による活性化を図って

いきます。特に、近年、高度な製造技術により付加価値の高い事業展開を行っている地域

電子部品工業などに対して、新技術・新製品開発等の一層の促進を図るため、帝京科学大

学の研究成果の移管または共同研究開発などができる体制の構築を目指します。第３次産

業では、中心街としての賑わいが低下している上野原町の中心市街地の活性化を推進して

いきます。また、東京近郊の自然と親しむことができるエリアとして、登山道や遊歩道の

整備を行うとともに、日帰り観光の立ち寄り観光ポイントの整理とＰＲを図っていきます。 
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地域内の連絡や地域間の交流を強化するとともに、行政と住民の協働化や新しいコミュ

ニティーの形成、地域の実情に合った自治のルールづくりのため、「結びあうまちづくり」

を重点的に推進していきます。 
 
 
（1） 利便性の高い快適な都市 
南北に長いこの地域では、主な拠点を結ぶ幹線道路の整備は重要です。日常生活の中心

的な施設である上野原駅及び四方津駅への道路や地域内外の連絡道路の整備を促進して

いくとともに、地域内の生活道路の整備を推進していきます。 
行政区域が拡大する新市では、時間と距離を超越することができるツールとして、新市

の拠点となる本庁舎、支所及びその他の公共施設を結ぶ情報通信ネットワークの構築を推

進していきます。さらに、住民サービスを充実するため、既存のＣＡＴＶ網を活用した情

報通信ネットワーク（新世代地域ケーブルテレビ）の構築を検討していきます。 
 
（2） 市民と行政が連携した都市 
合併にともなって自治体規模が拡大することにより、住民の声が行政に届かなくならな

いように、住民が積極的に行政に参画できる仕組みづくりを行っていく必要があります。

それには、住民の合意形成を得るための地域審議会を設置するとともに、地域ふれあいプ

ラザ（仮称）の設置を推進していきます。また、より多くの住民の意見を効率的に集約す

るため、旧来の行政区や組などの自治組織の再編についても検討していきます。 
行政内部では、事務事業の効率化や行財政改革による行政のスリム化を図っていく一方

で、複雑化する様々な課題・問題には、専門チームを設置することで対応していきます。

また、電子自治体を積極的に推進し、ＩＴを活用した情報公開を進めることで、ひらかれ

た行政を推進します。 
 
 

３．「結びあうまちづくり」 
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第５章 新市の施策 

「夢と希望あふれる快適発信都市」の実現に向けて、第４章で掲げた６つの基本方針ご

とに施策を掲げ、各種の事業を推進していきます。 
事業の推進にあたっては、総合計画など両町村の現在の計画を踏まえつつ、新たなまち

づくりの視点に立って従来の個別の町・村のままでは実施が困難であると思われる事業に

ついても、計画的に実施していきます。 
 
１ 施策の体系 

②行政のスリム化と
　開かれた行政の推進

（6）市民と行政が連携した
     都市

①道路網の整備

②地域情報網の整備

③利便性の向上

④郷土の歴史・文化の醸成

②産業の活性化

①住民と行政との
　パートナーシップの推進

①拠点としての
  上野原駅の整備と
　中心市街地の活性化

①情報発信の強化（3）学びの文化交流都市

②学校教育の充実

③生涯学習の推進

①地域医療の充実（2）高い水準の福祉都市

②地域福祉・保健の充実

③子育て支援の充実

①地域防災等の充実

②生活基盤の整備

③自然環境の保全

④エネルギー資源の
　有効利用の推進

（1）安心して健やかに
     暮らせる都市

（5）利便性の高い快適な
     都市

（4）きらりと光る産業都市

１.「安全・安心の
     まちづくり」

２.「いきいきとした
     まちづくり」

３.「結びあう
     まちづくり」
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２ 施策の方向と主要な事業 
（１） 安心して健やかに暮らせる都市 

市民生活の安全と快適さを確保することは、住みよいまちづくりの基本です。安全

で快適な生活基盤づくりのため、災害に強いまちづくりや防犯体制の強化、生活環境

の整備など、総合的な施策の推進を図ります。 
また、自然豊かな地域として自然環境の保全を推進するとともに、地域における省

エネルギーへの取組みを推進していきます。 
 
①地域防災等の充実 

災害時に総合的防災拠点としての新市庁舎を活用しながら、新市の市民、行政、関

係機関が一体となって行動できる新市の「地域防災計画」を策定するとともに、地域

防災リーダーの育成や住民の防災意識の高揚、自主防災組織の一層の充実など総合的

な防災体制の確立に努めます。 
さらに防災行政無線の統一や将来のデジタル化への検討を行うとともに、消防防災

施設・設備の充実強化、地域の避難場所としての機能も備えた市街地へのミニ公園の

整備などに努めます。 
一方、災害に強いまちづくりを目指し、市民が集う公共施設や教育施設の耐震補強

を推進するとともに、地域公共ネットワークシステムを活用した消防団員の自動招集

システムや河川への屋外監視カメラの設置など災害監視システムを構築します。 
また、昨今の犯罪の増加、地域連帯意識の低下など社会情勢の変化に応じ、防犯施

設の整備や防犯体制の強化を行うとともに、身近な交通安全を確保するため、交通安

全対策を推進します。 
 
＜主な施策または事業＞ 

 地域防災計画の策定 
 防災行政無線の統一及びデジタル化の検討 
 消防・緊急無線のデジタル化 
 常備消防施設・設備の充実 
 非常備消防（消防団）施設・設備の充実 
 地域防災リーダーの育成を通じた自主防災組織の整備及び強化 
 消防団と自主防災組織との連携による地域防災力の向上 
 ミニ公園などの避難場所や避難路の整備推進 
 公共施設における耐震補強の推進 
 緊急用ヘリコプター離着陸場の整備 
 緊急搬送体制の充実 
 地域公共ネットワークシステムを活用した消防団員の自動招集システム、 
河川への監視カメラの設置 
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 犯罪防止に配慮したまちづくりの推進 
 交通安全教育・交通安全運動の推進 
 交通安全施設の整備   等 

 

②生活基盤の整備 

コミュニティー道路などの生活道路については、歩行者が安心して通行できるよう、

歩道の確保や段差の解消などに配慮し、安全で快適な道路環境の整備を推進します。 
また、道路をはじめとする公共施設では、誰にでもわかりやすい案内表示に改善し、

子どもから高齢者まで、また性別や障害の有無に左右されないユニバーサルデザイン 
※1により、機能性と安全性、快適性を重視したまちづくりを推進します。 
新市の人口増加策の一環として高齢者、若年者などの多様なニーズに対応し、公営

住宅については、居住機能の強化を含め、計画的な整備や改修により、住宅施策の推

進を図ります。また、仕事と子育ての両立を支援するため、駅前に新たに保育所を整

備し、保育サービスの充実を図り、少子化対策へ施設面の強化を推進します。 
さらに全市にわたる衛生的な環境づくりのため、上水道の整備等を推進するととも

に、簡易水道等、山間部における飲料水供給施設の計画的な整備・改修を進めます。 
＜主な施策または事業＞ 

 ユニバーサルデザインによるまちづくり基本計画の策定検討 
 公共施設におけるユニバーサルデザイン化の推進 
 道路における歩車道分離の促進 
 地域循環型コミュニティーバス運行基本計画の策定 
 公営住宅の改修及び計画的な住宅整備の検討 
 駅前保育所の整備 
 上水道施設の整備・改修の推進 
 簡易水道の整備・改修の推進   等 

 

③自然環境の保全 

豊かな自然を大切に育み、次世代に引き継いでいくためにも自然環境保全についての

新市環境基本計画を策定するとともに、桂川およびその周辺流域における適正な森林の

保全管理に努めます。 
さらに、健康で安全な暮らしを守るため、行政と企業が協力しながら、環境負荷を減

らすための取り組みを促進します。また、公共下水道や農業集落排水処理施設、合併処

理浄化槽の設置推進などにより、環境や衛生分野における地域間格差の是正を図ります。

また、大気汚染や水質汚濁・廃棄物不法投棄等の環境監視対策を促進するとともに、環

境保全に係る普及・啓発活動を推進します。 
 
 ※1  ユニバーサルデザイン：年齢・性別・身体・言語など、人々が持つさまざまな特性や違いを超えて、

できるだけすべての人が利用しやすいように配慮して環境、建物、製品等をデザインする考え方 



第５章 新市の施策 

 17

＜主な施策または事業＞ 

 環境基本計画の策定 
 環境教育・環境保全運動の推進 
 生態系保全と共生のまちづくりの推進 
 公共下水道・農業集落排水処理施設・合併処理浄化槽などの整備推進 
 汚泥再生処理施設の整備 
 環境監視体制の構築検討 
 廃棄物の不法投棄に対するパトロール体制の整備   等 

 

④エネルギー資源の有効利用の促進 

循環型社会の構築に向け、廃棄物の資源化、有効利用などの取り組みを促進し、廃棄物

削減と資源の有効利用を両立させ、商業や工業を含めた産業面からの循環型社会の構築を

推進します。また、周辺環境への影響を抑えた廃棄物処理施設を備え、そこから発生した

熱エネルギーや電気エネルギーを再利用できる環境配慮型のエコパーク構想※2 の検討を

行います。 
さらに新市庁舎への環境マネジメントシステムである国際標準規格 ISO14001 の認証

取得を検討します。また、公共施設への自然エネルギー（太陽光発電等）の導入やハイブ

リッド車や LNG車等、エコカーを公用車として導入することを進めます。 
＜主な施策または事業＞ 

 ごみの減量化・再資源化の推進 
 リサイクルプラザ※3の整備の検討 
 エコパーク構想の検討 
 新市庁舎における ISO14001の取得検討 
 公共施設における新エネルギー導入の推進 
 公用車エコカー化の推進   等 

 

（２） 高い水準の福祉都市 
少子･高齢化が進行する中で、これまで相互扶助により担われてきた子育てや高齢者

介護などを社会全体で担い、社会的弱者の生活支援を含めた、地域のセーフティーネ

ットの構築を図ります。 
具体的には、新市地域福祉計画を策定し、市制施行による福祉事務所の運営や、介

護保険制度、高齢者・児童・障害者・低所得者福祉など、きめ細かな福祉行政を推進

するとともに、地域の医療機関との連携を図る中で住民の健康を増進するなど、保健・

医療・福祉が一体となった効果的・効率的なサービスの充実を図ります。 
 
 
 
 

※2  エコパーク構想：廃棄物を資源としてとらえ、資源循環型廃棄物処理施設とそこから発生・生産さ

れる熱・電気エネルギーを利用して、施設を中心とした一帯を緑豊かな公園として整備する構想 

※3  リサイクルプラザ：缶・ペットボトル等を選別し、リサイクル事業者に引渡したり、粗大ごみで出

された家具等の補修・展示や、紙すき等の体験学習ができる工房を備え、市民へ啓発等を行う施設 
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①地域医療の充実 

市立病院の整備・充実を図り、IT を利用した遠隔診療や緊急用ヘリコプター離着陸
場の整備等、地域間連携を中心とした地域医療の機能強化に努め、より充実した高度

医療や救急医療を受けられる体制を目指すとともに、地域における診療所については

今後も存続を図ることにより、安心して医療が受けられる体制を維持していきます。 
 
＜主な施策または事業＞ 

 新市医療体制に関する基本計画の策定検討 
 市立病院施設・設備の充実 
 病院・診療所間の連携強化と情報化推進 
 緊急用ヘリコプター離着陸場の整備（再掲） 
 ITを活用した健康管理事業の推進   等 

 

②地域福祉・保健の充実 

住み慣れた家庭や地域でいつまでも健康的な生活を営むため、必要な介護や援助が

受けられるよう訪問介護、日帰り介護、短期入所生活介護など、基幹型在宅介護支援

センター※4を中心とした高齢者の通所施設や入所施設の充実を図ります。 
また、山梨県介護保険事業支援計画（健康長寿やまなしプラン）との整合性を図る

中で指定介護老人福祉施設の整備を推進します。さらにショートステイや授産施設を

含めた障害児（者）施設の充実を図るほか、ＮＰＯなど市民と協働し、マンパワーの

確保が課題となっている地域における介護サービスの円滑な供給を図ります。 
他方、本格的な少子・高齢化社会を迎えるにあたって、住民が健やかで心豊かに生

活できる活力ある地域社会とするため、地域保健活動の充実を図り、それらの拠点と

なる福祉保健センター※5の整備を推進し、福祉・保健相談業務の充実を図るとともに

高齢者や障害者の自立と社会参加の促進に努めます。 
さらに福祉事務所を設置し、社会福祉主事を配置することで、質の高いサービスの

提供を図ります。 
 
 
 
 
 
 

 
※4 基幹型在宅介護支援センター：高齢者やその家族からの相談を総合的に受け、必要に応じてサービス

の調整や情報提供を行う窓口 

※5 福祉保健センター：市民の福祉及び健康の増進を図り、また在宅福祉サービスなどを行う、総合的な

福祉・保健活動の拠点となる施設 
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＜主な施策または事業＞ 

 地域福祉計画、介護保険事業計画、老人保健福祉計画の策定 
 市町村健康増進計画の策定検討 
 福祉事務所の設置 
 社会福祉主事の配置 
 指定介護老人福祉施設の整備 
 介護サービス基盤の強化 
 基幹型在宅介護支援センターの整備 
 高齢者・障害者の社会参加、健康づくり及び就業の場づくりの整備 
 障害児（者）相談窓口、障害児（者）施設及びサービスの充実 
 社会福祉協議会の活動及び NPO活動支援の推進 
 介護ボランティア団体のネットワーク化支援 
 福祉保健センターの整備 
 福祉保健総合相談の充実 
 介護保険制度・支援費制度の適正運用 
 高齢者向けケア付き住宅、痴呆性高齢者グループホームの検討   等 

 

③子育て支援の充実 

誰もが安心して子どもを生み育てることのできる環境づくりのため、次世代育成支

援地域行動計画を策定します。地域子育て支援センター※6を整備し、家庭の育児不安

等についての相談指導や子育てサークル等への支援強化を図ります。多様化、高度化

する保育ニーズに対応するため、子どもの健康増進と豊かな情操を育てる児童館やフ

ァミリーサポートセンター※7の設置検討や特別保育事業（休日保育・延長保育・乳児

保育・障害児保育・一時保育など）を行う多機能保育所など地域子育て拠点の整備を

推進します。 
また、低学年児童の放課後における生活を支援するとともに、多子家庭における給

食費の補助、乳幼児医療費の助成等、子育ての経済的負担の軽減に努めます。 
一方、孤立しがちな母子・父子家庭に対して、相互交流の契機となる場を設け社会

参加を促進します。また、母子自立支援員を配置して、児童の養育や家庭生活などに

対する相談・指導・助言の充実に努めます。 
 
 
 

 
※6 地域子育て支援センター：子育てに関する相談、情報提供、子どもや保護者同士の交流など仲間づく

りの仲介を行う施設 
※7 ファミリーサポートセンター：「育児・介護の援助を受けたい方」と「育児・介護の援助をしたい方」

を会員として、地域で仕事と家庭の両立を支援する施設 
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＜主な施策または事業＞ 

 地域子育て支援センターの整備 
 児童館やファミリーサポートセンターの設置検討 
 休日保育・延長保育・乳児保育・障害児保育・一時保育などを行う 
多機能保育所の整備 

 多子家庭における給食費補助や乳幼児医療費補助の検討 
 母子・父子家庭の医療費助成・福祉資金貸付の充実 
 児童の養育や家庭生活に対する相談・指導・助言体制の充実 
 次世代育成支援地域行動計画の策定   等 

 

（３） 学びの文化交流都市 
地域の将来を支える第一の資源は人材です。将来を担う人材を育て、社会に明るい

展望を開くことが極めて重要です。安心して子供を育てることができる環境を整え、

市民一人ひとりの人権が尊重される、活気に満ちたまちの実現を目指します。 
まず、児童・生徒の健全な育成を推進するため、教育環境の整備充実を図ります。 
また、老朽化している学校の校舎等の施設整備や地域公共ネットワークの活用によ

る多様な教育システムの構築を図り、地域情報化時代にふさわしい教育環境を整え、

青少年の健全な成長を応援するまちの実現に向けた施策を推進します。 
さらに市民一人ひとりが健康で、生涯にわたり学習活動等に参加できる環境づくり

と豊かな歴史と伝統を後世に伝え、充実した地域文化を確立するため、生涯学習・生

涯スポーツの振興や地域文化の保存及び普及を図ります。 
 

①情報発信の強化 

来訪者にわかりやすい案内の設置（サイン計画）を行い、既存の観光施設と新たな

施設を有機的に活用するため、観光ルートの選定や新しい観光資源の発掘を図ります。 
さらに中央自動車道談合坂サービスエリアにおいて、地域の特産品や農産物の販売、

新市の産業や観光の PRを行うなど、談合坂サービスエリアを地域の情報発信拠点とし
て整備するため、関係機関に対し積極的な働きかけを推進します。このほか、新市の

特性と魅力を地域内外に発信するために、地域の恵まれた自然・歴史・文化などの特

性を生かし、観光関連団体、JR、バス会社等の公共交通機関等と連携し、パンフレッ
トやホームページ等を通じて、この地域の観光資源を広く内外にアピールするなど、

新市として広域的、総合的な観光振興体制づくりを推進します。 
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＜主な施策または事業＞ 

 市内統一サイン（案内板）計画の策定 
 新市観光振興計画の策定 
 新たな観光ルートの選定及び地域観光資源マップの作成 
 市ホームページによる観光の PR 
 談合坂サービスエリア内での地域情報発信拠点の整備 
 国際観光 PRの推進 
 市民によるコミュニティー情報誌の作成支援 
 観光大使の委嘱   等 

 

②学校教育の充実 

この地域の小・中学校の中には、夜間照明やプールなどの整備が不十分な学校があ

ります。新市においては、計画的な改修など、施設の整備・更新に努めます。また地

域の教育施設を総合的な学習の時間などにおける児童・生徒の都市農村交流の場とし

て活用し、体験的教育の推進を図ります。さらに、地域公共ネットワークを活用し小・

中学校における情報教育の強化を推進します。 
また、小・中学校において高い教育水準を確保するため、すべての市立小・中学校

において一学級あたりの人数が 30 人を超えない 30 人学級編制の導入など少人数教育
を推進するとともに、高度情報化・国際化等社会の変化に対応できる人材を育成する

ため、小・中学校におけるパソコン教育等の情報教育の推進、外国人語学指導助手に

よる国際語（英語）教育、福祉教育、環境教育など教育体制の充実を図ります。 
さらに学校敷地内の緑化など教育環境の整備、アレルギー対策を施した給食の提供

やスクールカウンセリングの充実等、児童生徒を地域で支える良好な教育環境の整備

に努めます。 
 
＜主な施策または事業＞ 

 学校施設（夜間照明、プール等）及び給食施設の整備推進 
 30人学級編制の導入など少人数教育の推進 
 情報教育、国際教育、福祉教育及び環境教育の推進 
 スクールカウンセリングの充実 
 学校施設間及び高等教育機関との連携強化   等 
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③生涯学習の推進 

あらゆる年齢層における生きがいと充実感を高めるため、新しい知識や技術の習得

等多様な学習機会を増やし、学習内容の充実を図ります。市立図書館の休祭日・年末

年始開館を実施するとともに、生涯学習・スポーツを推進する各施設や組織の機能強

化を図り、さらに学習指導者の確保やボランティアの育成に努め、市民の学習・スポ

ーツの機会及び環境の質的向上に努めます。 
また、帝京科学大学等との連携により、高度な生涯学習内容の充実を図るとともに、

スポーツ等を含めたリカレント教育※8の推進に努めます。 
 
＜主な施策または事業＞ 

 休祭日等の開館や移動図書館など市立図書館運営の充実 
 国際交流活動の推進 
 NPOを活用した生涯学習分野における人材バンクの創設 
 生命科学や環境、情報科学など帝京科学大学と連携した生涯学習の推進 
 生涯学習の核となる公民館、コミュニティーセンター及び集会所等の整備 
 総合的スポーツ・レクリエーション施設の整備検討 
 文化講座やスポーツ教室・イベント等多様な生涯学習機会の提供   等 

 

④郷土の歴史・文化の醸成 

この地域には、国の指定文化財をはじめ数多くの有形・無形文化財があります。こ

れら地域の重要な文化財を保護・保存するとともに、文化財の公開や刊行物の発行な

どを通じて、愛護意識の高揚に努めます。また、山梨県の東玄関口という交通の要衝

としての地理的優位性を生かし、人・もの・情報の広域的な交流エリアの形成を図り

ながら、美術展示スペースや郷土資料展示スペース等の整備を検討することで、文化

的な取り組みが行える環境を整えます。さらに、地域の伝統芸能文化に対しては、適

切な援助を行うとともに、PR 活動を推進します。 
他方、人権尊重の理念に基づき、真の男女平等という観点に立って、男女の固定的

な役割を見直し、自分の意志で社会参加できる男女共同参画社会に向けた計画の策定

と着実な推進を図ります。さらに男女共同参画社会を実現するため、男性と女性が等

しく認め合うことができるよう学習機会の充実を図ります。 
 
 
 
 

 
※8 リカレント教育：学校教育を終えたのち、職業生活に入ってから必要に応じて受けなおす教育のこと 
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＜主な施策または事業＞ 

 ふるさと歴史文化基金の設置 
 埋蔵文化財の発掘や有形・無形文化財の保護 
 地域を担う人材の育成 
 文化展示スペース等の整備検討 
 伝承文化や伝統行事の保存 
 男女共同参画計画の策定及び推進   等 

 
（４） きらりと光る産業都市 
厳しい経済状況が続く中、市民生活の安定と向上を図るため、各種産業の振興を通じ

て、活力と活気にあふれるまちづくりを推進します。 
新市発展の拠点、また、新市の玄関口としても駅の存在価値は大きなものがあります。

特に JR 上野原駅周辺地域は、新市の顔となる地域であるため、複合的な機能を視野に
入れた整備を推進します。 
 
①拠点としての上野原駅の整備と中心市街地の活性化 

JR 上野原駅は、地域住民の通勤・通学や東京方面から訪れる観光客の玄関口として
多くの利用者があり、市周辺部からの交通アクセス向上や駅施設のバリアフリー化等、

利便性の向上が強く望まれています。このため、都市計画マスタープランとの整合性を

図りながら上野原駅及びその周辺の整備を行い、新市拠点駅にふさわしい機能の強化を

図ります。 
また、消費者ニーズの多様化や地域間競争の激化などにより、中心市街地では空洞化

が進行しており、その活性化が急務となっています。中心市街地にかつての賑わいを取

り戻すため、空店舗の活用、駐車場の確保、街路の整備や景観形成等を通じて、大型店

舗との共存を図りながら、その活性化対策を推進します。あわせて、地域に根ざした商

店街の形成のため、地元商工会などの活動支援を図ります。 
 
＜主な施策または事業＞ 

 上野原駅・周辺施設の整備 
 パーク・アンド・レールライド※9の考え方を取り入れた上野原、四方津駅前の

駐車場・駐輪場の整備 
 中心市街地活性化対策の推進 
 地元商店街活動の支援   等 

 

 

 
※9 パーク・アンド・レールライド：駅までマイカーで行き、駐車し（パーク）、鉄道に乗る（レールライ

ド）移動方式 
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②産業の活性化 

新たな産業の進出を確保し、環境と調和する地域産業の立地を目指します。先端技術

産業やバイオ産業等、今後大きな成長が期待される産業を中心に企業誘致を進めます。

また、新たなベンチャー企業の設立を支援するとともに、この地域における製造業の技

術開発支援のため科学技術研究費補助金の導入を検討します。また、地域における産学

官連携組織である「地域創造センター」を活用し、地元企業の育成支援を図ります。 
一方、この地域においても農業・林業従事者の高齢化や新規就農者の減少等による農

地の遊休地化が進んでいます。地域農業・林業の振興・活性化を図るため、農村地域の

労働力や農地、機械･施設等の資源を効率的かつ有効に活用できるよう、行政や農業・

林業団体が地域の農業・林業従事者と一体となり、地産地消による地場流通の推進や農

産物等の多様な販売形態の充実を図るなど、農業・林業経営の安定化を推進します。ま

た、週末農業希望者の受け入れや都市交流農園の整備等、観光・交流型農業経営を推進

します。 
また、既存の観光施設と新たな施設を有機的に活用するため、観光ルートの選定や新

しい観光資源の発掘を推進します。 
さらに、地域の豊かな自然を生かし、登山道や遊歩道等、グリーンツーリズムやエコ

ツーリズムに対応できる観光資源の整備を行うとともに、中央自動車道談合坂サービス

エリア内や地域ふれあいプラザ（仮称）内に総合観光案内拠点整備を図ります。 
これら地域活力の一翼を担う産業分野の活性化を積極的に推進することにより、地

域の雇用拡大、地域経済の活性化を図ります。 
＜主な施策または事業＞ 

 バイオ産業等、科学技術産業の立地促進 
 工場設置奨励金事業の充実 
 地域情報通信基盤整備に伴う SOHO※10の誘致推進 
 製造業の技術開発を支援する科学技術研究費補助金の導入検討 
 農業農村基盤整備事業 
 林業基盤整備事業 
 都市共生型農業の振興 
 交流型農業・環境保全型農業の推進 
 Iターン促進のための特定農地貸付と住宅提供の推進 
 地産地消の推進による農林業・商業の活性化 
 農業経営効率化及び地域特産品の開発振興・ブランド化の推進 
 新市観光振興計画に基づく観光拠点施設の整備 
 水と緑と歴史を活用した体験学習施設や散策ルートの整備 
 総合観光案内拠点の整備   等 

※10  SOHO：「Small Office Home Office」（スモールオフィス、ホームオフィス）の略。自宅や自宅周辺 

のオフィスで情報技術を活用して仕事を行う勤務形態のこと 
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（５） 利便性の高い快適な都市 
新市が、一体的な都市として住民生活の向上とさらなる発展を図っていくには、ま

ちづくりの拠点となる公共施設や道路網・公共交通網などの都市基盤の充実が不可欠

であり、これら都市機能の整備をより一層推進していきます。 
新市における経済活動の活性化と安全で快適な生活を確保するため、国道・県道の

早期整備を関係機関とともに促進します。市道については、新市の均衡ある発展と市

民の利便性向上の観点から、交通量、公共機関の配置、防災機能、交通安全対策など

に配慮し、道路網の検討を図る中で計画的な整備を行います。 
また情報網の整備については、地域をつなぐ高速・大容量の情報通信基盤を整備す

ることで、地域情報化を強力に推進していきます。 
また、本地域は、JR 中央本線や中央自動車道、国道 20 号等が通過しており、これ
ら幹線交通のより一層の充実を図りつつ、幹線道路と市道など地域内道路網との有機

的な連携を進める観点から、新しい形態のインターチェンジの整備等、関係機関との

協議を進め、住民の利便性向上に努めます。 
 

①道路網の整備 

新市において秋山村地域と上野原町地域との連携を強化するため、秋山村西部と上

野原町四方津方面を結ぶ連絡道路を国・県の支援と合併特例債を活用し、10 年計画で
整備します。また、市東部については主要地方道四日市場上野原線「新天神トンネル」

の整備を促進します。 
また、スムーズな道路交通網づくりの観点から、国道 20号の渋滞対策や交通安全対
策等がすすめられるよう関係機関と調整を図っていきます。また地域内外を結ぶ道路

や林道の整備促進、地域幹線道路である国道・県道の改良整備の促進、渋滞を解消す

るバイパス的な役割を果たす路線の早期建設に向けて調整を図ります。 
 
＜主な施策または事業＞ 

 秋山村西部・上野原町連絡道路の整備推進 
 関係自治体による秋山村西部・上野原町連絡道路期成同盟会の設置 
 住民による秋山村西部・上野原町連絡道路推進協議会の設置 
 主要地方道四日市場上野原線新天神トンネルの整備促進 
 国道・県道の整備促進 
 利便性の高い生活道路の整備推進   等 

 

②地域情報網の整備 

高度情報化社会に対応した基盤づくりを図るため、地域をつなぐ光通信網の整備（地

域イントラネット基盤施設整備事業）や新世代地域ケーブルテレビなど、高速・大容量

の情報通信基盤を整備し、ブロードバンド時代に対応できる条件整備に努めます。 
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＜主な施策または事業＞ 

 地域イントラネット基盤施設整備事業 
 新世代地域ケーブルテレビの整備促進   等 

 

③利便性の向上 

JR中央本線における通勤電車の増便や上野原駅に停車する特急電車本数の増加を図
るため、中央線沿線活性化促進協議会等と連携しながら、関係機関と調整を図ってい

きます。 
また、自動車交通の利便性向上を図るため、ETC 技術を利用した談合坂サービスエ
リアと地域内道路を結ぶスマートインターチェンジ※11について制度確立後、その導入

に向けて、関係機関と調整を図るなど地域交通アクセスの強化を推進します。 
＜主な施策または事業＞ 

 JR 中央本線利便性の向上促進 
 パーク・アンド・レールライドの推進（再掲） 
 地域循環型コミュニティーバス運行基本計画策定（再掲） 
 スマートインターチェンジの整備促進   等 

 

（６） 市民と行政が連携した都市 
合併により自治体規模が拡大しても、住民の声が行政に届くよう地域ふれあいプラ

ザ（仮称）を設置し、住民が積極的にまちづくりに参画できる仕組みづくりを行いま

す。また、地域審議会を設置し、地域の実情に応じてきめ細かに住民の意見が反映で

き、合併後の地域における均衡ある発展ができるよう図ります。 
一方、行政内部では、事業の効率化、体制のスリム化など、行財政改革を推進しま

す。電子自治体化を積極的に推進し、IT を活用した情報公開を行うことで、開かれた
行政運営を図ります。 

 
①住民と行政とのパートナーシップの推進 

市民自ら身近な社会活動を行う機会を提供するため、市民ボランティアの登録や

NPO（非営利民間団体）の育成・支援に取り組むとともに、地域住民に開かれたサー
ビス拠点である地域ふれあいプラザ（仮称）、各公民館、コミュニティーセンター及び

集会所等がまちづくり活動や地域活動の拠点として、その機能を十分に発揮できるよ

う整備に努めます。また、地域公共ネットワーク情報基盤等を活用することにより、

パブリックコメント※12 等、市民の意見を幅広く取り入れるシステム導入を図ります。

さらに住民の知りたい行政テーマ等について住民と意見交換等を行う市民出前講座の

実施を検討します。 
 

※11  スマートインターチェンジ：高速道路と一般道路をサービスエリア等に設置した無人ゲートによっ

て結ぶ新しい形態のインターチェンジ 

※12  パブリックコメント：重要な政策等を決定する前に素案の段階から公表して住民意見を聴く制度 
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＜主な施策または事業＞ 

 地域ふれあいプラザ（仮称）の設置検討 
 市民ボランティアセンターの設置検討 
 地域審議会の設置 
 各公民館、コミュニティーセンター及び集会所等の整備（再掲） 
 パブリックコメント制度の検討 
 市民出前講座の推進 
 消費生活相談の推進   等 

 

②行政のスリム化と開かれた行政の推進 

地方分権や行政改革の必要性が叫ばれている中、多様化、高度化する行政需要に対

応するため、具体的な数値目標を入れた「行政改革大綱」を速やかに策定し公表しま

す。また、組織機構については、従来の在り方にとらわれることなく、実質的に市民

の福祉向上につながる事業を円滑に遂行できる簡素で効率的な組織機構とするととも

に、課・室を横断するプロジェクトチームを設置します。 
職員の定員管理にあたっては、新規の行政需要に対しても職員の配置転換等によっ

て対応するとともに、定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化を推進します。 
また、電子自治体の構築を積極的に推進し、事務改善やワンストップサービス※13の

実現、各種証明書発行事務等の電子化などに取り組むとともに職員研修体制の充実強

化を図ります。 
さらに、財政面では自主財源、依存財源の確保に努めるとともに、事務事業の見直

しを積極的に進め、経費の節減・合理化に努めます。また、「選択と集中」に基づくメ

リハリのある予算編成、的確な事業の進行管理、施策への反映を伴う行政評価システ

ムの確立など効率的な行財政運営に努めます。 
一方、開かれた市政推進と市民の行政への参画を促進するため、広報誌やインター

ネットホームページをはじめ様々な媒体で市政についての広報活動を行うとともに、

プライバシーの十分な保護のもとＩＴを活用した積極的な情報公開に努めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ※
13  ワンストップサービス：情報通信技術（IT技術）を活用した、一度の手続きで複数の行政サービス

を提供する仕組み。この仕組みにより、申請・届出等手続に係る住民・企業等の負担軽減や利便性の

向上が図られる。 
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＜主な施策または事業＞ 

 秋山支所の機能の充実及び施設整備 
 新市行政改革大綱の策定と公表 
 簡素で効率的な組織機構の構築・運営 
 課室横断型のプロジェクトチームの設置 
 職員定員適正化計画の策定 
 職員研修の充実 
 基本構想・基本計画・実施計画の策定 
 行政評価システムの構築 
 バランスシート等の作成 
 庁内業務の電子化による電子自治体構築の推進 
 広報誌の充実及び IT 活用による広報事業の推進 
 新市暮らしのガイドブックの作成 
 情報公開制度の推進及び個人情報保護の徹底   等 

 

 



第６章 新市における県事業の推進 

 29

第６章 新市における県事業の推進 

１ 山梨県の役割 
新市は合併を契機に山梨県東部の玄関口にふさわしい都市としての発展が期待され

ています。山梨県は新市の一体性を高めるための事業を推進するとともに、都市基盤

の充実を図るための支援を積極的に行います。このため、新市建設計画に位置づけら

れた県事業を重点的に実施し、新市のまちづくりを支援するとともに、合併に伴う特

殊な財政需要に対して、市町村合併支援特例交付金などの財政支援を行います。 
 
２ 新市における山梨県事業 

 
（１） 道路網の整備 

新市における地域間交流の強化と速やかな一体化の確立のため、主要地方道四日市

場上野原線「新天神トンネル」の整備や道路改良を推進します。また、新市と連携を

図りながら、秋山村西部地域から四方津方面を結ぶ道路構想の必要性について検討し

ます。 
さらに地域の幹線道路である主要地方道上野原あきる野線や上野原丹波山線、県道

野田尻四方津停車場線などの改良整備を推進するとともに、市街地を通る国道 20号の
慢性的な渋滞緩和を図るため国との調整を図ります。 
このほか、歩道の整備や沿道の緑化など安全性や快適性にも配慮した整備を進めま

す。 
 

（２） 防災対策 
土砂災害を未然に防止するため、急傾斜地における崩壊対策や砂防事業、地すべり

対策事業、護岸工事、河川改修など必要な防災対策に取り組みます。 
 

（３） 生活基盤の整備 
既設県営住宅の建て替えを含め、勤労者や高齢者・障害者などの住宅ニーズに対応

した住宅の計画的整備を検討します。 
また、桂川流域の公共用水域の水質保全と住民の生活環境の改善を図るため、桂川

流域下水道の整備を推進するとともに、新市の行う公共下水道や合併処理浄化槽の整

備を支援します。 
 
（４） 産業の活性化 

地域経済の活性化を図るため、あらたに創設した「山梨県産業集積促進助成金」や

「山梨県企業立地促進奨励金」制度などを活用し、東部基幹工業団地や上野原地区拠

点工業団地への企業誘致を推進します。 
また、新市の豊かな自然資源を活用し、魅力あふれる中山間地域として活性化する
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よう中山間地域総合整備事業や地域用水環境整備事業、県単土地改良事業などを推進

するとともに中山間地域総合農地防災事業などにより災害に強い農村づくりを進めま

す。 
さらに、適切な森林の整備・保全の推進や山村地域の環境改善などを図るため森林

基幹道富士東部（北、南）線の整備を推進するとともに、必要な林道整備を検討しま

す。 
一方、観光面では、山梨県の東端に位置し、首都圏からの観光客の玄関口となるこ

とから、新市が行う個性的で魅力ある観光地づくりや集客・交流促進のための取り組

みに対し、ハード・ソフト両面から支援を行います。 
 
（５） 子育て環境の充実 

市民が安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを推進するため、次世

代育成支援地域行動計画に基づき新市が行う地域子育て支援センターやファミリーサ

ポートセンター、児童館などの整備に向けた取り組みを支援するとともに、保育所が

行う低年齢児保育や延長保育などの保育体制の充実や幼稚園の教育環境の整備などに

対し支援を行います。 
 
（６） 学校教育の充実 

児童の発達段階に応じたきめ細かな指導ができるよう「かがやき 30プラン」に基づ
き、新市の行う 30人学級編制の導入など少人数教育に対する支援を行います。 
また小学校における複式学級の編制基準改善に向けた取り組みを推進します。 
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第７章 公共的施設の統合整備 

新市の地域で重複する公共施設については、地域特性または交通網、情報通信網といっ

た社会基盤の整備状況等を踏まえ、地域全体のバランスを考慮しながら統合整備します。

なお、統合整備にあたっては、市民生活に急激な変化が及ぶことがないよう十分配慮して

いきます。 
新市の事務所については、新しく建設した上野原町役場を活用します。現在の秋山村役

場は、住民サービスの低下を招かないよう、支所として活用します。 
新たな公共施設の整備については、新市の財政状況を踏まえる中で、既存の公共施設を

可能な限り活用するなど、効率的な整備に努めます。 
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第８章 財政計画 

財政計画は、新市における 10 年間の財政運営の指針として、歳入・歳出を科目ごとに、
現況及び過去の実績や経済状況を勘案しながら推計し、普通会計ベースで作成したもので

す。現在、国において、地方交付税制度の見直しや地方への税財源の移譲等が論議されて

いますが、本計画では現行の行財政制度により、堅実な財政運営を基調に、合併に伴う行

政サービス・住民負担の格差是正のための経費、主な節減経費を反映させるとともに、合

併特例債等、国の財政支援措置を勘案して作成しています。 
 
【主な勘案内容】 

 
１ 歳入 

 
地方税 

地方税については、これまでの歳入に税制改正に伴う増税分等を考慮し算定しています。 
地方譲与税 

過去の実績等により算定しています。 
地方交付金 

 利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方

特例交付金、交通安全対策特別交付金については、過去の実績等により算定しています。 
地方交付税 

普通交付税については、現行制度を基本に、普通交付税の算定の特例（合併算定替）等

の合併に係る財政措置を見込み、合併特例債の元利償還金に対する交付税措置分を見込ん

でいます。 
分担金及び負担金 

分担金及び負担金については、過去の実績等により算定しています。 
使用料及び手数料 

使用量及び手数料については、過去の実績等により算定しています。 
国庫支出金及び県支出金 

過去の実績等により算定し、新市建設計画に基づく新規事業分を加えるとともに、合併

に係る財政支援措置（合併市町村補助金）を見込んでいます。 
繰入金 

繰入金については、過去の実績等により見込んでいます。 
繰越金 

繰越金については、過去の実績等により見込んでいます。 
地方債 

過去の実績等により算定するとともに、新市建設計画に基づく新規事業にかかる合併特

例債を加えています。 
その他 

財産収入、寄付金、諸収入については、過去の実績等により見込んでいます。



 

区   分 平 成 
17 年度 

平 成 
18 年度 

平 成 
19 年度 

平 成 
20 年度 

平 成 
21 年度 

平 成 
22 年度 

平 成 
23 年度 

平 成 
24 年度 

平 成 
25 年度 

平 成 
26 年度 

地 方 税 ３，１４３ ３，０７９ ３，０６７ ３，０８２ ３，０３５ ３，０５７ ３，０７３ ３，０２８ ３，０４８ ３，０６３ 

地 方 譲 与 税 １１３ １１３ １１３ １１３ １１３ １１３ １１３ １１３ １１３ １１３ 

利 子 割 交 付 金 ９８ ９８ ９８ ９８ ９８ ９８ ９８ ９８ ９８ ９８ 

地 方 消 費 税 交 付 金 等 ２６９ ２６９ ２６９ ２６９ ２６９ ２６９ ２６９ ２６９ ２６９ ２６９ 

ゴルフ場利用税交付金 １９４ １９４ １９４ １９４ １９４ １９４ １９４ １９４ １９４ １９４ 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 ７９ ７９ ７９ ７９ ７９ ７９ ７９ ７９ ７９ ７９ 

地 方 特 例 交 付 金 １２７ １２７ １２７ １２７ １２７ １２７ １２７ １２７ １２７ １２７ 

地 方 交 付 税 ３，３４９ ３，４１７ ３，４８４ ３，５６２ ３，７６２ ３，８００ ３，８４８ ３，８８４ ３，９０９ ３，８８２ 

交通安全対策特別交付金 ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ 

分 担 金 及 び 負 担 金 １５８ １５８ １５８ １５８ １５８ １５８ １５８ １５８ １５８ １５８ 

使 用 料 及 び 手 数 料 ３５２ ３５２ ３５２ ３５２ ３５２ ３５２ ３５２ ３５２ ３５２ ３５２ 

国 庫 支 出 金 １，８２１ １，１０８ ７７７ ７０７ ７０７ ７０７ ７０７ ７０７ ７０７ ７０７ 

県 支 出 金 １，１８０ ６８０ ６８０ ６８０ ６８０ ６８０ ６８０ ６８０ ６８０ ６８０ 

財 産 収 入 ７３ ７３ ７３ ７３ ７３ ７３ ７３ ７３ ７３ ７３ 

寄 付 金 ５６ ５６ ５６ ５６ ５６ ５６ ５６ ５６ ５６ ５６ 

繰 入 金 ７７５ ７７５ ７７５ ７７５ ７７５ ７７５ ７７５ ７７５ ７７５ ７７５ 

繰 越 金 ６１８ ６１８ ６１８ ６１８ ６１８ ６１８ ６１８ ６１８ ６１８ ６１８ 

諸 収 入 ３２６ ３２６ ３２６ ３２６ ３２６ ３２６ ３２６ ３２６ ３２６ ３２６ 

地 方 債 ３，４３１ ２，８７８ １，５５９ １，５００ １，４００ １，３００ １，３００ １，２０８ １，２００ １，２００ 

歳 入 合 計 １６，１６７ １４，４０５ １２，８１０ １２，７７４ １２，８２７ １２，７８７ １２，８５１ １２，７５０ １２，７８７ １２，７７５ 

（単位：百万円） 歳入 
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２ 歳出 
 
人件費 

合併による特別職等の減員、議員の減員、併せて合併後の退職者の補充を抑制すること

による一般職の職員数の減少を見込んでいます。 
物件費 

過去の実績等により算定し、合併に伴う経費節減を見込んでいます。 
維持補修費 

維持補修費については、過去の実績等により算定しています。 
扶助費 

過去の実績等により算定し、高齢化の進行に伴う経費増を見込んでいます。 
補助費等 

補助費等については、過去の実績等により算定しています。 
普通建設事業費 

過去の実績等を勘案し、新市建設計画に基づく新規事業を見込んでいます。 
公債費 

合併前に借り入れた地方債に係る償還予定額と、合併後の新市建設計画事業等による新

たな償還見込み額を加えて算定しています。 
積立金 

過去の実績等を基に、合併特例債を充てることのできる「合併市町村振興基金」への基

金積立金を見込んでいます。 
繰出金 

繰出金については、過去の実績等により算定しています。 
その他 

災害普及費、投資及び出資金、貸付金については、過去の実績等を基に見込んでいます。 
 
 



 

区   分 平 成 
1 7 年度 

平 成 
18 年度 

平 成 
19 年度 

平 成 
20 年度 

平 成 
21 年度 

平 成 
22 年度 

平 成 
23 年度 

平 成 
24 年度 

平 成 
25 年度 

平 成 
26 年度 

人 件 費 ２，４４９ ２，４０５ ２，３６１ ２，２９４ ２，２４５ ２，１０８ ２，００６ １，９３４ １，８８６ １，８４８ 

物 件 費 １，６０９ １，６０９ １，６０９ １，６０９ １，６０９ １，６０９ １，６０９ １，６０９ １，６０９ １，６０９ 

維 持 補 修 費 ３５ ３５ ３５ ３５ ３５ ３５ ３５ ３５ ３５ ３５ 

扶 助 費 ５８３ ５９２ ６００ ６１０ ６２０ ６３０ ６４１ ６５３ ６６５ ６７７ 

補 助 費 等 ８１０ ８１０ ８１０ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０ 

普 通 建 設 事 業 費 ６，２４６ ４，２１１ ２，６０６ ２，８５８ ２，７９０ ２，８４３ ３，０３７ ３，０８４ ３，２６１ ３，６０２ 

災 害 復 旧 費 １２０ １２０ １２０ １２０ １２０ １２０ １２０ １２０ １２０ １２０ 

公 債 費 １，４９３ １，８０１ １，８４７ ２，０４６ ２，２０６ ２，２４０ ２，２０１ ２，１１３ ２，００９ １，６８２ 

積 立 金 １，１３４ １，１３４ １，１３４ ７３４ ７３４ ７３４ ７３４ ７３４ ７３４ ７３４ 

投 資 及 び 出 資 金 ４３６ ４３６ ４３６ ４３６ ４３６ ４３６ ４３６ ４３６ ４３６ ４３６ 

貸 付 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

繰 出 金 ６３４ ６３４ ６３４ ６３４ ６３４ ６３４ ６３４ ６３４ ６３４ ６３４ 

歳 出 合 計 １５，５４９ １３，７８７ １２，１９２ １２，１５６ １２，２０９ １２，１６９ １２，２３３ １２，１３２ １２，１６９ １２，１５７ 

歳出 
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